
GDP
保険料負担
公費負担
（対GDP⽐）

645.6兆円
12.6％
9.0％

社会保障給付費の将来⾒通し
○ 「2040年を⾒据えた社会保障の将来⾒通し（議論の素材）」（平成30年5⽉）では、⼀定の仮定をおいた上で、

社会保障給付費の対GDP⽐は、2025年度に21.7〜21.8%、2040年度に23.8〜24.0%となると予測。
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2018年度 2025年度 2040年度2025年度
（計画ベース）

2040年度
（計画ベース）

2018年度

564.3兆円
12.4％
8.3％

790.6兆円
13.4〜13.5％
10.1〜10.2％

（注１）医療については、単価の伸び率の仮定を２通り設定しており、給付費も２通り（①と②）⽰している。
（注２） 「計画ベース」は、地域医療構想に基づく2025年度までの病床機能の分化・連携の推進、第3期医療費適正化計画による2023年度までの外来医療費の適正化効果、第7期介護保険事業計画に

よる2025年度までのサービス量の⾒込みを基礎として計算し、それ以降の期間については、当該時点の年齢階級別の受療率等を基に機械的に計算。なお、介護保険事業計画において、地域医療構想
の実現に向けたサービス基盤の整備については、例えば医療療養病床から介護保険施設等への転換分など、現段階で⾒通すことが困難な要素があることに留意する必要がある。

※ 平成30年度予算ベースを⾜元に、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）」、内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算（平成30年1⽉）」等を踏まえて計算。な
お、医療・介護費⽤の単価の伸び率については、社会保障・税⼀体改⾰時の試算の仮定を使⽤。

（出所）「2040年を⾒据えた社会保障の将来⾒通し（議論の素材）－概要－」（内閣官房・内閣府・財務省・厚⽣労働省 平成30年５⽉21⽇）

（兆円）
（ ）内は対GDP⽐

121.3
（21.5％）

140.2〜140.6
（21.7〜21.8％）

188.2〜190.0
（23.8〜24.0％）

6.7（1.2％）
7.9（1.4％）

10.7（1.9％）

39.2
（7.0％）

56.7
（10.1％）

59.9
（9.3％）

73.2
（9.3％）

①47.8
（7.2％）

②47.4
（7.3％）

①66.7
（8.4％）

②68.5
（8.7％）

7.7（1.2％）
10.2（1.5％）
15.3（2.4％）

9.4（1.2％）
13.1（1.7％）

25.8（3.3％）
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⼦ども・⼦育て

その他


